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�愛媛県告示第１０７０号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１４４条の９第１項の規定に基

づき、次のとおり特約業者の指定をした。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０７１号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広
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適用を受けるものである。

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

コスモ薬局れんげ店 西予市宇和町れんげ９６５－３９ ミラクレスコスモ株式会社 精神通院医療（薬
局）

平成２６年
９月１日

ひまわり薬局 西予市宇和町永長１２３－３ 愛ファーマシー株式会社 精神通院医療（薬
局）

平成２６年
９月１日

フロンティア薬局宇和れんげ店 西予市宇和町永長１２５番地１ 株式会社フロンティア 精神通院医療（薬
局）

平成２６年
９月２０日

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

指 定
年 月 日

愛光エネルギー株式会社
代表取締役 上岡 洋平 松山市余戸中４丁目１５番１９号 平成２６年

９月１０日

毎週（火・金）曜日発行 第２６０７号 平成２６年９月１９日

平成２６年９月１９日金曜日 第２６０７号

愛 媛 県 報

７７３



�愛媛県告示第１０７２号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の名称を変更した旨の届出があった。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１０７３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室

並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグコスモス今治中央店

今治市北日吉町３丁目甲１１３１－１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２７年５月６日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，３６９．３平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

４６台

イ 駐輪場の収容台数

２１台

ウ 荷さばき施設の面積

２７平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

９立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２６年９月５日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月

間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第１０７４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに四国中央市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグコスモス四国中央店

四国中央市川之江町字下屋敷２５３－１

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２７年５月６日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

２，０２６．９８平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

名 称
変更年月日

変 更 前 変 更 後

宇和島社会保険病院 独立行政法人地域医療機
能推進機構宇和島病院 平成２６年４月１日

愛 媛 県 報平成２６年９月１９日 第２６０７号

７７４



ア 駐車場の収容台数

８３台

イ 駐輪場の収容台数

２０台

ウ 荷さばき施設の面積

２７平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１０立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

２４時間

２ 届出年月日

平成２６年９月５日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

産業振興課商工観光室並びに四国中央市役所において告示の日か

ら１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第１０７５号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項により告示する。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町下畑地丁８４の１、丁８５、津島町北灘字シーバ

シ第４号３７２の１、第４号３７２の３、字シノバシ第４号３７４、津

島町岩渕丁５０６の５

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

変更しない。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町成字川ノ上３０７の３、３０８の２、津島町上畑地

字高岡１号６６の１、津島町北灘字荒網代第８号３９の１、第８号

３９の２、字後谷第８号４０の１、第８号４０の２、津島町高田己１４、

己１５、己１６の１、己１７の１、己１７の３、己１８の１、己１８の２、

己１９、己２１の５から己２１の７まで

� 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

変更しない。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第１０７６号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び町

役場において縦覧に供する。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

尾又

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１２号までを順次

結んだ線、標柱１２号と標柱１３号を県道横浜生名港線西側官民境界で

結んだ線、標柱１３号と標柱１４号を町道尾又２号線北側官民境界線で

結んだ線、標柱１４号、標柱１５号及び標柱１号を順次結んだ線に囲ま

れた区域

�������
�愛媛県告示第１０７７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山市長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

市 町 地 番 標 柱

越智郡上島町 生名 １３６１番 １号

１３６３番１ ２，３号

１３８０番 ４号

１３８１番 ５号

１３８４番 ６号

１３８６番 ７号

１３８７番 ８号

１３８８番 ９，１０，１１，１３号

１３９４番１ １２号

１３７０番 １４号

１３５８番１ １５号

愛 媛 県 報平成２６年９月１９日 第２６０７号

７７５
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１ 作業種類 公共測量（道路現況平面図作成）

２ 作業期間 平成２６年９月１９日から

平成２６年１１月２８日まで

３ 作業地域 松山市の一部

�������
�愛媛県告示第１０７９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県四国中央保健所及び四国中央市役所において告示

の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２６年９月１９日

愛媛県四国中央保健所長 早 田 亮

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

大王製紙株式会社

四国中央市三島紙屋町２番６０号

代表取締役社長 佐光 正義

２ 事業場の名称及び所在地

大王製紙株式会社三島工場

四国中央市三島紙屋町５番１号

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第２３

号ホ、ヘ、ト及びチ、第２７号イ及びヌ、第６３の３号、第６４の２号

ロ、第７１の２号イ並びに第７１の４号

ダイオキシン類対策特別措置法施行令（平成１１年政令第４３３号）

別表第２第１号及び第１５号イ

４ 変更しようとする事項の内容

雨水排水口の新設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口（工場排水）
変更なし

備考 この他に、生活排水口が３箇所、雨水排水口が１４４箇所

（今回１箇所新設する。）ある。

�愛媛県告示第１０７８号
次のとおり落札者を決定した。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０８０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０８１号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

平成２６年９月１９日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

中型乗用自動車（スクールバス）２
台

愛媛県出納局会計
課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２６年８月２９日
愛媛日野自動車株式会
社
愛媛県松山市高岡町３４
２番地

３６，７２０，０００円 一般競争入札 平成２６年７月１５日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２２）第１６６９３号 平成２２年
６月４日 �加藤工業 加藤 一 新居浜市萩生２１８２－１ 平成２６年

８月１日 管工事業 建設業の廃止

（般－２２）第１６７４５号 平成２２年
９月８日 �黒川工務店 黒川 祐至 新居浜市港町５－２９ 平成２６年

８月１日

土木工事業、建築工事業
大工工事業
とび・土工工事業
管工事業、鋼構造物工事業
塗装工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止

（般－２３）第１６０７５号 平成２４年
２月１３日 懽工業 福田 �久 西条市北条１１８９－３ 平成２６年

８月１日 熱絶縁工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－２３）第１２９号 平成２３年
７月３１日 �ファーム 森貞 幸浩 西条市大町１７０５－１ 平成２６年

８月２７日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２２）第１６６６３号 平成２２年
４月９日 �フキアゲ 阪部ちどり 今治市通町２－３－５８ 平成２６年

８月２８日 とび・土工工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２１）第１４４７０号 平成２２年
３月６日 松本工業 松本 年仁 新居浜市下泉町１－１７－

５８
平成２６年
８月２９日 熱絶縁工事業 建設業の廃止

（法人成り）

愛 媛 県 報平成２６年９月１９日 第２６０７号

７７６
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�愛媛県告示第１０８４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２６年９月１９日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２６年９月１２日

３ 指定道路の位置

大洲市新谷乙１５２６番５、乙１５２６番６及び乙１５２７番５

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３３．９０メートル

� 幅員 ５．００メートル

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県告示第１０８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０８５号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０１００４６６
特定非営利活動法人フ
ェロージョブステーシ
ョン

松山市西一万町１０番地
２ 三 好 大 助 放課後等デイ

サービス
多機能型事業所フェロ
ーＬａｂｏ

松山市西一万町１０番地
２

平成２６年
８月１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 佐田岬三崎線 西宇和郡伊方町正野９７番地先

旧 ４．３～５．８ ０．０２５

新 ４．６～１７．２ ０．０２５

〃 〃
西宇和郡伊方町正野８１番地から

同町正野１０３番２まで

旧 １０．８～１５．５ ０．０１３

新 １４．９～１７．０ ０．０１３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 佐田岬三崎線 西宇和郡伊方町正野９７番地先 平成２６年９月１９日

〃 〃
西宇和郡伊方町正野８１番地から

同町正野１０３番２まで
〃

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

小 腸 機 能 障 害 内 科 医療法人三省会村上
病院 村 上 正 哲 今治市常盤町５丁目３番３７号 平成

２６年９月１日

愛 媛 県 報平成２６年９月１９日 第２６０７号
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

サーベイメータ及びデジタル式警報線量計（アロカ製）

保守点検業務の委託

� 委託業務の内容及び数量

入札説明書及び仕様書による。

� 履行期限

平成２７年２月２７日（金）

� 納入場所

入札説明書等による。

� 入札方法

入札金額は、保守点検の対象となっているサーベイメータ及

びデジタル式警報線量計の保守点検費用総額を記載すること。

また、落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６・２７・２８年度の製造の請負等に係る

競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項

に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 保守点検対象となっている上記機器について、保守点検を行

った実績があること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県県民環境部防災局原子力安全対策課原子力防災グルー

プ

〒７９０－８５７０ 愛媛県松山市一番町４丁目４－２

電話 ０８９－９４１－２１１１ 内線２３４１

� 入札書の受領期限

平成２６年１０月３０日（木）午後２時

� 入札説明書の交付方法

愛媛県ホームページ（http://www.pref.ehime.jp/）でのダウ

ンロード又は上記�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２６年１０月３０日（木）午後２時

愛媛県庁第１別館３階 災害対策室Ａ

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

ア 入札に際しては、入札者が見積もる契約金額の１００分の５

以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定

金融機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出し

又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代え

ることができる。また、愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規

則第１８号）第１３７条の規定に該当する者については、入札保

証金の納付を免除することがある。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１以上の契約保証金を

納付しなければならない。ただし、愛媛県会計規則第１５４条

の規定に該当する者については、契約保証金の納付を免除す

ることがある。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望するものは、入札参加資格審

査申請書を提出し、入札参加資格の確認を受けなければならな

い。

なお、知事からの当該書類の内容に関し説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。

ア 受付期間

平成２６年９月１９日（金）から平成２６年１０月２３日（木）

午後５時１５分まで

イ 受付場所

上記３の�に掲げる場所
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効と

�愛媛県告示第１０８６号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２６年９月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

ぼうこう又は直腸機能障害 外 科 住 友 別 子 病 院 小 林 成 行 新居浜市王子町３番１号 平成
２６年７月３１日

心 臓 ・ じ ん 臓 機 能 障 害 循 環 器 科 医療法人沖縄徳洲会
宇和島徳洲会病院 池 田 佳 広 宇和島市住吉町２丁目６番２４号 平成

２６年９月１日

愛 媛 県 報平成２６年９月１９日 第２６０７号

７７８



選挙管理委員会告示

する。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered： Survey

meters and Electronic Pocket Dosimeters（made by Hitachi―

Aloka Medical CO．，LTD）maintenance outsourcing

� Time limit of tender October３０，２０１４ at ２：００ PM

� For further information，please contact： Nuclear Safety

Measures Division， Public Affairs and Environment

Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０，Japan

TEL ＋８１―８９―９４１―２１１１ Ext２３４１

�愛媛県選挙管理委員会告示第４６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２６年９月１９日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１７６，０４１

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，５２１

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４７，００６

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

西 条 市 ９２，２５９ ３０，７５３

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５３，４５６ １７，８１９

伊 予 市 ３１，８０１ １０，６０１

四 国 中 央 市 ７５，１１３ ２５，０３８

西 予 市 ３５，０５２ １１，６８４

東 温 市 ２７，９５８ ９，３２０

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，５６６ １４，５２２

南 宇 和 郡 ２０，２５５ ６，７５２

松山市・上浮穴郡 ４２９，３３３ １３８，２２３

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４３，７３６ ４７，９１２

宇和島市・北宇和郡 ８２，０５８ ２７，３５３

八幡浜市・西宇和郡 ４０，６５７ １３，５５３

新 居 浜 市 １００，７９７ ３３，５９９

平成２６年９月１９日 発行

愛 媛 県 報平成２６年９月１９日 第２６０７号
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